
総合福祉部会 第 12回

H232151  資料 4

【訪間系作業チーム報告】

I は じめに 一主な検討範囲 と検討経過―

当チームの検討範囲としては、施策体系チーム共通の 【D-1-1】

【D-1-2】 に加え、 【D… 2】 生活実態に即 した介助支援等実態に即 した介

助支援等の全項目、並びに 【D-3-1】 が検討範囲であつた。

総 じて、障害者権利条約 口第 19条 に示されている「障害者の地域で

生活する権利」を具現化 していくために、パーソナルアシスタンスの実

現を含めて、現行の訪問系サー ビスに関連 した事項を取 り扱った。

当チームの特色として、実際に訪間系サー ビスを利用 して地域生活を

している障害当事者やその家族、並びに支援者等で構成されている点が

あげられる。そうした特性をふまえて、座長・副座長から構成員にテー

マを割 り振 つた上で発題をしてもらう形で検討を進めた。さらに、その

中で、構成員以外か らヒア リングが必要な項目について参考人か らのヒ

ア リングも行つた。 ヒア リング項目は下記の通 りである。

●構成員か らの ヒア リング

①障害者の地域自立生活とパー ソナル・アシスタン ト・サー ビスの意義、

②見守 り支援、③医療的ケアを含む支援、④シーム レスな支援、⑤移動

支援 と行動援護

●参考人か らの ヒア リング

①学校における介護 口医療的ケア、②精神障害者のホームヘルプサー ビ

スの現状と課題、③知的障害者の移動と生活支援の実際

※なお、参考人に対する謝金や交通費等の支給はなく、全 くの手弁当と

いう条件下での実施 となった。そのような条件にもかかわ らず、ヒアリ

ングに快 く応 じて頂いた参考人の皆様に、心よりお礼を申し上げたい。

これ らの ヒア リングを通 しなが ら、座長・副座長作成の論点項 目にそ

つて構成員で検討を進めた。

Ⅱ 結論 とその説 明

1.重 度訪 問介護の発展 的継承 による「パー ソナルア シス タンス制度」

の石在立:【 D‐ 1‐ 1】  【D‐ 1‐ 2】  【D-2‐ 1】  【D‐ 2-3】  【D¨ 2… 4】  【D… 2‐ 5】

1) 「パー ソナル アシス タ ンス制度」確立の方向性

口    「パー ソナ ルア シス タ ンス制度」の確立 に向 けて、現 行 の重度

訪 問 介 護 を改 革 し、 充実 発 展 させ る。

障害者権利条約第 19条 において地域自立生活のために不可欠な援助

として位置づけられている「パー ソナルアシスタンス」とは、「いわゆ

るホームヘルプサー ビスなどのケアワークのオルタナティブとして、

1970年代以降の自立生活運動を中心とする障害当事者運動のなかで求
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められ、… (中 略)… 基本的には①利用者による介護者の募集、②利用

者と介護者の雇用計画、③利用者の指示に従った介護、④公費による介

護費用の提供といつたことが前提とされるものである。」 (岡 部耕典「障

害者自立支援法とケアの自律」p.104)

日本にお けるパーソナルアシスタンス制度は、1974年 に創設された東

京都重度脳性麻痺者介護人派遣事業や 1975年 に開始された生活保護他

人介護加算特別基準適用 を利用する公的介護保障運動を嗜矢とする。そ

れが自立生活運動における「介助」として継承され、自立生活センター

という「当事者主体のサー ビス提供組織」が既存の市町村ホームヘルプ

サー ビス事業等を活用 しつつパーソナルアシスタンスを提供するしく

みが 1990年 代以降全国に拡大 していつたのである。

これ らの延長に、2003年 開始の支援費制度における「日常生活支援」の

全国制度化があり、障害者自立支援法における「重度訪間介護」がある

ことを忘れてはならない。こういつた歴史的・制度的経緯を踏まえ、障

害者総合福祉法 (仮 称)に おける「パーソナルアシスタンス」の確立は

重度訪間介護の発展的継承にあることをまず確認 してお く必要がある。

2)「 対象者」の拡大

匿 ∃  ○対象者 は「重度 の肢体不 自由者 1に限定 され るべ きではな い。

ただ し、現行 の障害者 自立支援法 における重度訪 間介護 の対象者 は、

「重度の肢体不 自:由者 で あつて常時介護 を要す る障害者 」 (第 5条 2)、

具体 的には、脳性 まひ、頸椎損傷 、筋 ジス トロフィ等 による四肢麻痺が

あ り、障害程度 区分 4以上の障害者 に限定 されて いる。

障害の社会 モデル を前提 とす る障害者権利条約及 び 「谷間のない制

度」 をめ ざす総合福祉法 (仮 称 )の 趣 旨を踏 まえれ ば、 この よ うなイ ン

ペア メン トの種 別 と医学 モデル に基づ く利用制限 は不適切 といえる。

「身体介護 、家事援助 、 日常生活 に生 じる様 々な介護の事態に対応す る

ための見守 り等の支援及 び外 出介護 な どが、比較 的長時間にわた り、総

合的かつ断続 的に提供 され るよ うな支援」 (2007年 2月 厚生労働省事務

連絡 )を難病 /高次脳機能障害 /盲 ろ う者等 を含 む 「 日常生活全般 に常

時の支援 を要す る」 (同 )すべての障害者 に対 して利用可能 と しな くて

はな らない。

特に、①重度自開/知 的障害者等で行動障害が激 しい②中軽度知的/
/発達/精神障害であつても「触法行為」に通 じかねない行為や トラブ

ルが絶えない等の理由で、これまで入所施設や病院か らの「地域移行」

が困難とされてきた人たちが、地域生活を継続するためには、常時の「見

守 り支援」を欠かすことはできない。また、現行制度においては重度訪

間介護の対象となつていない児童についても、少な くとも介護に欠ける

場合や将来親元からの自立を目指す場合には対象 とされるべきである。
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)パ ー ソナル ア シスタンスの基本条件 と利用制 限の撤廃

○パーソナルアシスタンスとは、①利用者の主導 (含 む・支援を受けて

の主導 )、 ②個別の関係性、③包括性と継続性を前提とする生活支援で

ある。

○重度訪間介護の利用に関する利用範囲の制限をなくし、支給量の範囲

内で通勤・通学・入院時・1日 の範囲を越える外出 口運転介助にも利用

できるようにすべきである。

新たなパーソナルアシスタンス制度の在 り方については、①「個々の

障害者が自己選択、自己決定 し行おうとすることをサポー トする人がパ

ーソナルアシスタン ト」「保護 し、管理するのではな く、支援する」「当

事者本人に主体性がある」「 (非 当事者・専門家の相談援助ではなく)

当事者のピアカウンセラー」 (以上 【D-2-1】 に関する構成員か らの発

題 10月 26日 報告 )、 ②「見守 り」「手伝 つてもらう」「いっしょに」

「どつかに行 くとき、キップを買うとき、わか りやす くしてくれる人」

「むずか しい話があつたらそばで支援者に教えてもらいたい」 (以上

【D-2-3】 に関する構成員からの発題 10月 26日 報告 )、 ③「通勤中や

勤務中での介護」「通学中や学校内での介護」「通院時」「入院時」…・

「ヘルパー制度が別建てとなっているのは不都合」「自分の体にあった

特殊な介護方法に熟練 したヘルパー」 (以 上 【D-3-1】 に関する構成員

からの発題 10月 26日 報告)な どの見解が、実際にパーソナルアシスタ

ンスを利用 している当事者委員より表明されている。

すなわち、重度訪間介護の発展的改革にあたつては、①利用者の主導

(ヘ ルパーや事業所ではなく利用者がイニシアティブをもつ支援 )、 ②

個別の関係性 (事 業所が派遣する不特定の者が行 う介護ではなく利用者

の信任を得た特定の者が行 う支援)、 ③包括性と継続性 (援助の体系に

よつて分割・断続的に提供される介護ではな く利用者の生活と一体にな

つて継続的に提供される支援)が確保される必要がある。また、現行の

ような代理受領の しくみを前提としつつこれ らの基本要件を担保する

ためには、サー ビスの提供やコーディネー トにおいて、「利用者主体の

サー ビス提供組織」 (副 座長 11月 19日 報告より)を 積極的に位置づけ

活用することが重要である。

また、包括性と継続性といった点から、現行の「通年長期」や「一日

の範囲で用務を終えるもの」「社会通年上適切でない外出を除 く」、運

転介助等の制限が大きな問題となっている。

こうした制限をな くし、支給量の範囲内で通勤 口通学・入院時・障害

者の自家用車等の運転時・宿泊外出等にも利用できるようにすべきであ

る。 (6.シーム レスな支援と他分野との役割分担・財源調整の項参照 )
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2.「他の者」との平等な社会参加の確保と移動支援の個別給付化

【D‐ 2‐ 2】

○視覚障害者 口児のみならず他の障害者・児の移動支援も基本的に個別

給付として、国の財政責任を明確にすべきである。

○個別給付化を行うに当たつては、「他の者と平等」な参加ができるよ

う、対象者 口利用目的 (通 所や通学や入院 日入所者等の外出を含む)・

支給決定量や方法 ロヘルパー研修等、先進的な自治体の取 り組みをら、ま

えて柔軟にできるようにすべきである。

○当面、地域生活支援事業の中の移動支援部分のみ別枠で、国 1/2・ 都

道府県 1/4の 補助金精算 という仕組みにする等、国 口都道府県の財政支

援を強化すべきである

○車 を使つての移動介護は不可欠な場合があり、報酬の対象とする

知的障害者等の地域での自立生活や移動支援に取 り組んでいる支援

者か ら、参考人 ヒアリングを行つた。その中で、ガイ ドヘルプについて、

「本人は自らの世界を拡げ、外出にとどまらず生活全体の家族からの自

立を展望するようにな りま した。また、その姿をみた家族も入所施設 し

か将来展望を見出していなかつたことを見直す契機 とすることもでき

ま した。いわば移動介護は社会参加を行いながら、「自立の一歩」の意

味合いの意義をもってきた」と、その意義が確認された。

「地域生活支援事業への国の不十分棲補助金で地方自治体の自己負

担は増大 し、その結果移動支援の時間数や支給対象の絞込みや様々な利

用制限が行われてもいるし、市町村格差は拡大」 したとの自治体の調査

結果とともに、地域生活支援事業化に伴 う問題点が指摘された。

こうした点をふまえて、今後、移動支援を個別給付 とし国の財政責任

を明確にすべきである。ただし、その際、「他の者と平等」に社会に参

加できるよう、柔軟な利用ができるように、以下のような仕組みとすべ

きであるとの指摘があつた。

①対象は「必要とする人」に拡げる、②通学・通所支援、入院時の支

援ができることを明確にする、また、自立生活に向けた体験時利用も可

とする、③個々人の必要に応 じて支給すべきで、一律の上限を設けるベ

きではない、④支給方法は自治体にまかせる (月 をまたいでの支給決定

など)、 ⑤ヘルパー要件については、当事者を講師とすることを組み込

んだ簡易な研修を最低限の必須研修 とする等。

いずれにせよ、当面、予算措置を行い、地域生活支援事業の中の移動

支援部分のみ別枠で、国 1/2・ 都道府県 1/4の補助金精算 という仕組み

にする等、国・都道府県の財政支援の強化が必要である。

また、車を使つての移動について、現在、ヘルパーが運転する時間は報
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酬算定外となつていることについて、障害者所有の自家用車等は運送法

上に合法であるので対象にするべきとの提起も、作業チーム構成員から

あった。

3.現行の居宅介護 (身 体介護 "家 事援助 )、 並びに行動援護の改善

【D‐ 1-1】  【D‐ 2‐ 2】

○重度訪 間介護 の充実・発展 によるパー ソナルアシスタンス制度の確立

の一方 、組み合わせ型の支援 と して居 宅介護 や行動援護 も改善 を してい

くべ きで ある。

○居宅介護 (身 体介護 口家事援助 )に おいて も、各障害特性や ニーズ を

ふ まえた柔軟 な利用がで き、評価 され る仕組み にすべ きで ある。

○行動援護 は、サー ビス利用 に当た つての段取 り的役割 を評価 し、居宅

介護 な どと組み合わせて家族 同居 や グルー プホーム・ ケアホーム での生

活に も積極 的に活用可能 とす るべ きで ある。

精神障害者のホームヘル プに関す る研究 プロジェク トに携わ つた研

究者 よ り参考人 ヒア リングを行 つたが 、「 自立支援法下では、精神障害

者べ のホー ムヘル プの大半が家事援助 に切 り換 え られ混乱 が生 じてい

る」 との 問題指摘が あ った。精神 障害者のホームヘル プの支援 内容の実

態か ら、「単 なる家事援助 ではな く、見守 りも含めた、利用者 の精神的

安定のための配慮や適切 な対応 を行 な っていることが評価 され る必要

が ある」 との提言 が あつた。また 、利用者の症状の波に よる「急 なキャ

ンセル」 に も、玄関先での待機 や安否確認等 が評価 され るべ きで ある。

また行動援護 につ いては、構成 員 よ り「移 動介護 を個別給付 に位置づ

ける際、特 Ellな 配慮 の元 での支援 を必要 とす る方へ本人の行動 を適切 に

援護 して い く専 門性 を提供す る支援」 とされ た。加 えて、 「特別 な配慮

に含 まれ て いる専 門性 は、子育 て 、保 育 、教 育 、専門療育 、地域 活動 、

就労 とい つた あ らゆ る場面 で活か され る必要 が ある」 と、その意 義 と、

障害 児の段 階か ら利用で きる支援 と しての重要性 も提起 され た 。特 に、

具体 的なサー ビス利用場面までに至 る、事前の見通 しや段取 りの部分で

の役割が期待 され る。そ う した点か ら、家族 同居や GH・ CH等 での生

活の時に、居 宅介護等 と組み合わせ て活用 し、その後パー ソナル ア シス

タンスの活用 に移行 して い くこと等が想定 され るとの提起 もあ つた。

4.見 守 りや安心確保 も含めた人的サ ポー トの必要性 【D¨ 1‐ 1】 【D‐ 2¨ 3】

○現行の重度訪 間介護 を知的障害者 や精神障害者等 にも拡大す る際 に

は、家事援助・ 身体介護・ 移動支援 的対応 だ けでな く、金銭やサー ビス
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利用の支援、さらには、見守 りも含めた利用者の精神的安定のための一配

慮や適切な対応等が提供される便宜の内容として位置づけられるべき

である。 (資 料 )

○重度訪問介護だけでなく、居宅介護等においても、利用者の症状の波

による「急なキャンセル」や玄関先での待機や安否確認等の障害特性を

ふまえた柔軟な見守 り対応が評価される仕組みが必要である。

矢口的障害者の当事者委員からは、「現状では認められないので、見守

りが少ない。家の掃除、電球の取 り替え、家電の故障、家の扉の修繕、

家の足 りないものの買い物、家の回りの掃除、大家さんなどに謝る場合、

など介護者がいるといないで大分違 う」といつた具体的な実例を踏まえ、

「見守 り支援」の重要性が提起された。また、「行動援護相当の重度の

知的障害者に加えて中軽度の人も見守 りが必要な人が少なくない」こと

も指摘されている。知的障害者の地域生活においては、「①排泄、入浴、

着替え、服薬等の身体介護」「②買い物、食事、洗濯、掃除、整理整頓

等の家事援助」「③買い物や外食、余暇活動等の移動支援」とあわせて、

「④上記0～③を含めた見守り支援」が必要である。

また、精神障害者のホームヘル プに関す る ヒア リングにおいて も、実

際 に提供 され て いる「サー ビスの内容 と しては、『 家事全般』『 生活環

境の整備』 に留 ま らない生活スキルの獲得 、困 りごとの解消 、社会参加

の促進 、権利擁護等 、『 家事援助』では くくりきれ ない様 々な ことを行

われてお り、他機 関・他サー ビスでなかなか提供 しに くい内容 も含む貴

重な もの」である ことが確認 され ている。

さらに、個別の介助支援において見守 りも含めた支援の充実 を前提 に

して (そ の代替 と してではな く)、 ピアカウンセ リングや 自立生活体験 、

障害者本人のエ ンパ ワメン トや 自己決定の プ ロセス (支 援 を うけた 自己

決定)等の充実の必要性 、並びにヘルパー に よる支援 との連携 も提起 さ

れ ている 6

5.地 域 における医療的ケアの確保 【D‐ 2‐ 4】

圃

行う地域生活に必要な医療的ケア (吸 引等の他に、カニュー レ交換・導

尿・摘便 `呼 吸器操作 な どを含む ) |が 、本 人 や家族 が行 うの と同等 な 、

「生活支援行為」として、居宅せ学校、移動中など、地域生活のあらゆ

る場面で確保 され るべ きである。

○一方で入院が必要 な場合には、慣れた介護者 (ヘ ルパー)に よってサ

で きるように してい くことが必要 である。
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○なお、上記の論点に関す る議論や資料 を、現在進 め られ ている「介護

職 員によるたんの吸引等の実施のための制度の在 り方 に関す る検討会」

等 に も提供 し、調 整 を図 る必要性が ある。

※ さらに、医療 的ケアに関す る検討 を、第 2期 の医療 と障害児チームで

検討 しても らえるよ う提案す る (Ⅲ  おわ りに参照 )

自ら医療的ケア を受 けなが ら地域生活 を して いる作業チーム構成 メ

ンバーか ら、 「介護職 員によるたんの吸引等の実施のための制度の在 り

方 に関す る検討会 では議論 に され て いないが、医療行為 と日常生活の支

援 である医療 的ケアを分 ける必要が ある」 との指摘が な され た。その上

で、「①日常生活の支援としての医療的ケアは、医療行為をヘルパーが

行うということではなく、普通であれば本人や家族が行うことをヘルパ

ーが本人に代わり行つているということである。②シームレスな支援で

あるパーソナルアシスタンスの中で医療的ケアができるようにするた

め に は 、よ く知 つて い る介 助者 が無 理 な く医療 的 ケ ア が で き る仕組 み に

す る必 要 が あ る」 との 提 起 が な され た 。

学 校 に お け る 医療 的 ケ ア に つ いて取 り組 ん で い る学 校 関係 者 か らの

参考人ヒアリングでは、特別支援学校、通常学校それぞれでの課題につ

いて報告がなされた上で、上記の「介護職員による…」検討会で、それ

までの研究会での「この報告書に書かれていない行為は全て禁止である

というような反対解釈をされるべきではない」とされていた了解事項が

正 しく引き継がれておらず調整が必要との指摘があつた。

両方のヒア リングか ら共通 して言えることは、「パーソナルな関係性

の中で、個別性を重視 して、特定の者に対 して行 う医療的ケア」が、本

人や家族が行 うのと同等な「生活支援行為」として確保されるべきであ

るということである。

また、一方で入院が必要な場合には、侵れた介護者 (ヘ ルパー)に よ

ってサポー トが得 られるように して、必要な医療を得なが ら、地域生活

が継続できるようにしていくことが必要である。

6.シーム レスな支援 と他分野 との役割分担 コ財源調整 【D¨ 3‐ 1】

○どんなに障害が重度であつても、地域の中で「他の者」と平等に学生

働き、生活 し、余暇を過 ごすことができるような制度が必要である。

○例えば、重度訪間介護等において支給量の範囲で「通勤 口勤務中__通

学・授業中、通院・入院中、1日 を超える外出、通年かつ長期にわたる

外出、自動車運転中」をサー ビス利用の対象に位置づけるべきである。

○シーム レスな支援を確保するために、障害者雇用納付金や介護保険、

教育など関連分野の財源を調整する仕組みの検討が必要である。
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日本 における介護制度では、通勤・勤務 中、通学 ?学校 内、入院 中等の

介護が対象外 とな り、並びに「一 日の範囲 内の用務」 を超 える泊ま りが

けの外出 も原則認め られていない状況 にある。その ことが、障害者の地

域生活 と様 々な分野・場面 における参加制約の大 きな要 因 とな つている。

「他の者 との平等」の視 点か らどんなに障害が重度で あつて も、地域

の 中で 「他の者」 と同 じ生活 を営み、共 に育 ち、学び、 「他の者」 と同

じ職場 で仕事 を こな し、「他の者 」 と同様 に余暇 を過 ごす ことがで きる

よ うな制度が必要 である。

そのためには、例 えば、重度訪 問介護等 において支給量の範囲内で「通

勤・勤務 中、通学・授業中、通院 J入院 中、 1日 の範囲 を超 える外 出、

通年かつ長期 にわたる外出、自動車運転 中 (道路運送法違反にな らない

障害者の 自家用車等の場合 )」 をサー ビス利用の対象 に位置づ けるべ き

で ある。当面 、現在の「通年長期」や「一 日の範囲で用務 を終 えるもの」

「社会通年上適切 でない外 出を除 く」 とい つた制 限 を早急 に取 り除 き、

また入院 中の利用 も認め られ るよ うにすべ きである。

その際、シーム レスな支援 を確保す るために、障害者雇用納付金や介

護保険、教育 な ど関連分野 の財源 との調 整 をす る仕組み も必要 で ある。

7.パ ー ソナルアシスタンス と資格等の あ:り 方 【D-2-■ 他

国
○資格等 につ いては、第 2期の報酬 `人 材確保チーム で検 討が行われ る

ことになるが 、特 に、パー ソナルアシス タ ンス をめ ぐる資格等 につ いて、

以下の点 をふ まえた検討が なされ るべ きで ある。

○パー ソナル ア シスタンスの資格 については、従事す る者 の入 り口を幅

広 く取 り、OJ丁 を基本 に した研修 プログラム とす ることや、 O」 Tを

基本 にす る ことか ら同行研修期間 中の報酬等 も検討 され る必要 が ある。

○外形的な資格 ではな くて、実際 に障害者 の介護 に入 つた実経験 時間等

の評価方法等の検討 も必要 である。

○居宅介護 、行動援護等 に関 して も、よ りO」 丁的な研修 を重視す る方

向で見直 しがな され るべ きである。

1.で 「パーソナルアシスタンス」制度の確立に向けた重度訪間介護

の発展的改革の内実として、①利用者の主導 (含・支援を受けての主導)、

②個別の関係性、③包括性と継続性の 3点 をあげた。

これまでの研修は、主に事業者が不特定多数の者を対象に派遣を行う

際に一定の「質」を担保することを主眼にされている。それに対 し、パ

ーソナルアシスタンスで求められる「質」は、その利用者の主導性の下、

個別の関係性の中で、個別性の強い支援に対応できるかが主眼となる。

当然、研修のあり方は、この点をら、まえたものでなければならない。

パーソナルアシスタンスの資格については、現在の重度訪間介護研修
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よ りも従事 す る者 の入 り口を幅広 く取 り、 O」 丁を基本に した研修 とす

る必要が ある。また、慣れたヘルパー との 同行訪間研修期間が、他 の類

型 よ りも長期 間に及ぶ ことか ら、同行研修 も評価 され る必要が ある。

また、居 宅介護や行動援護等 に関す る ヒア リングで も、 これ らの研修

につ いて、 O」 丁的な研修が重視 され るべ きであるとの提起 がな された。

8.支 援 (サ ー ビス)体 系の あ り方や名称 、その他 【D‐ 1… 2】

○現行の介護給付 、訓練等給付 、地域生活支援事業 とのサー ビス体系は

根本 的にあ らためて、障害者 の生活構造 の中で果たす機能や役割 にそ つ

て整理 され る必要が ある。

○「介護給付」の中には居宅介護や重度訪間介護等のいわゆる訪間系サ

ー ビス、生活介護等の日中活動支援、共同介護等の居住支援等が混在 し

てお り、整理が必要である。また、その名称も介護保険の「介護保険給

付」との混同がされやす く、見直 しが必要である。

○現行の訪間系サービスを「個別生活支援」として再編し、その下に①

個別包括支援=重度訪間介護を充実・発展させた類型、②居宅介護=身
体介護、家事援助、③移動介護 (社 会参加や余暇支援を含む)=移動支

援 、行動援護 、同行援護 、とい つた類型 を位置 づ けて整理・発展 させ る。

○ グルー プホーム ロケアホーム を居住支援 の一形態 と して位置 づ け、グ

ルー プホー ム・ケアホーム利用者 が居 宅介護 等 を併給 できるよ うにす昼

きである。

今後の支援体 系につ いて、障害者権利条約 をふ まえ障害 当事者主体

(自 律 '自 己決定 )の も と、地域 生活が可能 (施設・病院か ら地域 自立

生活への移 行 を含む )と なるよ うな支援体 系 と して構築す る必要 が ある。

また、現 行の「介護給付」「訓練等給付」 「地域生活支援事 業」 とい

つた体 系は、「介護保険 との統合 」 を視野 においた もの と言わ ざるをえ

な い。その ため、例 えば、重度訪 間介護 や居 宅介護等の個別 ケア的な支

援 、生活介護等 の 日中活動的な支援 、ケアホーム等の居住支援等が「介

護給付」の下 に一括 りにな ってお り、障害者 の生活構造の中での機能や

役割 か らの整理 とは異 な つている。 さらには、 「介護給付」 とい う名称

も、そのニー ドと支援実態 を適切 に表 して いるとは言 い難 い上 に、介護

保険の「介護 保険給付」との混 同 も生みかね ない。2010年 の障害者 自立

支援法訴訟 団 との基本合意文書 にお いて も「国 (厚労省)は …現行の介

護保険制度 との統 合 を前提 とはせ ず」 と明記 され ている点か らも、その

名称 も含めて 、サー ビス体系の大幅 な見直 しが必要 である。

また、支援体 系の見直 しの中で、グルー プホーム・ ケアホー ム は多様

な住 まい方 支援の一つ と して位置 づ けな おす な らば、他の在 宅障害者 と
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同様 に居宅介護 口行動援護等 を併給で きるよ うにすべ きである。その こ

とに よ り、ケアホーム等か ら単 身生活への移行準備 につながるという効

果が得 られ る。

Ⅲ おわ りに

以上の よ うに、障害者 の地域生活の権利 を具現化 してい く支援 と して、

パー ソナルア シスタンス を含めた現訪間系サー ビスのあ り方の見直 し

を行 つてきた。ただ、その地域生活の権利 を実現 して い くために、以下

の よ うな点について第二期チニムの中での検討 をお願 い したい。

①24時間の支援を含む長時間利用者の市町村負担の低減のための財政

調整、国・都道府県の財政責任強化と国庫負担基準廃止も含めた見直 し

重度訪間介護の発展類型である個別包括支援は、長時間の支援が確保

されるように、長時間部分の市町村負担 (現状 25%)の 低減のための

市町村間の財政調整、国 。都道府県の財政責任の強化の仕組み、並びに

現行の国庫負担基準について廃止も含めた見直 しが必要である。

②人材確保ができるような報酬単価とO」 丁を重視 した資格や研修

自立支援法施行以降、ヘルパーの人材確保は困難を究めた。未だに重

度訪 F・5介護を提供できる事業所がない自治体もある。人材確保ができる

報酬単価の設定と、パー ソナルアシスタンスの特性をふまえたO」 丁を

重視 した資格や研修の検討が必要である。また、現行の重度訪問介護は、

パーソナルアシスタン ト化で単価が下げないことが必要である。さらに、

重度訪間介護 (8時間を基本とした単価設定)を 短時間で区切つて利用

するように強要する市町村も後を絶たないため、連続 8時間以上の利用

を原則とし、それ以下の 1回 あた り短時間のサー ビスの場合は身体介護

等と同じ単価にすることが必要である。

③本人や家族が行うのと同等な「生活支援行為」として医療的ケア確保

先述の通 り、「パー ソナルな関係性の中で、個別性を重視 して、特定

の者に対 して行 う医療的ケア」は、例えば、施設職員が入居者に対 して

行うそれとは相当異なつた特質を持つ。そうした点をふまえた検討がな

されるとともに、他部局で行われている検討会等との調整を図るように

するべきである。また、学校等での医療的ケア確保の検討も必要である。

④「介護保険優先」原則の見直 しに関連 して

どの支援を使 うかを本人が選択できるようにすべきであり、例えば、

介護保険からの給付金額相当を重度訪間介護に利用できるようにする

などが検討されるべきである。少なくとも地域生活の継続が損なわれる

ことのないよう、それまで使つていた支援が使えない、支給量が減らさ

れるといつたことが生 じないようにすべきである。
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國  パ=ソナルアシスタンスにおける「見守り」支援

従来より「支援のための待機状態」である「狭義の見守り」 (※ 1)のみが焦点化されその是非

が議論される傾向があるが、知的障害者等を中心に実際に地域で支援を受けつつ自立した生活を送

るためには自律支援の便宜の内容を包括的に提供する「広義の見守り」 (※ 2)を必要とする障害

者が多く存在する。重度訪問介護の対象拡大に際してはこのような「広義の見守り」も提供する便

宜の内容に含むサービス概念の拡張及びその必要性を勘案しうる支給決定の在り方カミ酸 であり、

障害者権利条約が求める「支援を受けた意志決定」の確保及び推進会議第二次意見における「自己

決定の権利とその保障」の観点からも要請されることを確認しておきたい。

自立支援と自律支援の便宜の内容

類  型 便宜の内容

自立支援

。身体介護 (入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭弟1り 、爪切り等)

‐家事援助 (調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、

整理整頓等)

・移動介護 (公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等)

・行動援護 (強度行動障害に対する予防的・制御的 。身体介護的対応)

<上記の便宜の内容に加えて下記等を含み、かつそれが統一的に提供されること

が必要>
・見守り※1(上

記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む)

・コミュニケーション支援

・金銭利用支援 (お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポー ト)

。話相手

。人間関係の調整

・ 緊急時の対応 (体調不良時の病院への付添、事故、近所との トラブル等)

自律支援
※

2

行政手続の援助

金銭管理の支援 (銀行日座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使

い方の相談)

健康官埋の支援 (病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、

薬の管理等)

1週間、 1ケ 月、1年という単位での生活のプラン作りの支援

社会資源のコーディネー ト (ヘノレ 一ヾを入れる時間の相談、事業所との調整、日

中活動の場を一緒に探すこと等)

就労の支援 (求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、

ジョブコーチ等)

悩み事や日常生活で困った場合 (例えばエアコンの操作がうまくできない等)ヘ

の電話での対応

安全保障感確保のためにそばに待機する

総合福祉部会第5回参考資料 12岡部耕典120101『ポスト障害者自立支援漁鋼目Ш始劇 明石書店p l18を一部修正
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訪 間 系 作 業 チー ム報 告 に対 して寄 せ られ た 主 な意 見

●パー ソナルア シスタンスは、介助一般 をさす と考 えるので、現行の

介護給付 および地域支援事業の移動すべ てをさすのではないか。

●移動 中の介護 で、通院 については診察 時間待ち時間や、会議 中の「待

機」等、屋 内で も認め られ るべ きではな いか。

● 「見守 り支援」が 「見張 り支援」 にな る ことのな いよ うにすべ きで

ある。社会的生活体験 を奪われ て いるがためにた とえば ごみ 出 しや夜

間 に騒音 を出す な どで近所 と トラブルは、 「地域生活水先案内人」 と

してヘルパーが活動す る ことで解決 できるのではないか。

●体調 の変化 によるキ ャンセル対応や待機 な どは、精神障害者 以外の

障害者 も含めて必要 と している。その ことが分か る表現 とす る必要が

あるのではないか。

●精神障害者 に とつては必要 な ときに必要 に応 じて派遣 され るヘルパ

ーが必要 。 「待機型介助類型」 を新 たに精神障害者への介助類型 と し

て創設す る ことか重要 ではないか。 (常勤のヘルパーが待機 してお り、

オ ンコールで駆 けつ けて くれ る等 )

●精神 障害者 の地域移行 を進め るためにも入院中のヘルパー派遣がで

きるよ うにすべ きではないか (精神病院入院 中か ら地域のヘルパーが

使 えて、地域 生活 に慣れ てい くことが重要 )

●社会資源 の不足、人材 の質量 ともに不足 している中で、ア ウ トリー

チ的に、重層 的にそれ ら人材への技術支援ができるよ うにす る必要が

あるのではないか。

●いろいろな給付が統括 的な方 向で整理 されてい くことにつ いては賛

成。その中に、難病患者の居宅生活支援事業等 も念頭 においた統括 に

ついて検討が必要 ではないか。

●現行の訪間系サー ビスに関す る新 しい名称 につ いて「個別生活支援」

だ と訪間系以外の支援 に もよ く似た名前が あるので、違 いが分か るよ

うな名称の検 討が必要 ではないか。

●パー ソナルア シスタンスの名称 につ いて、本人主導 日本人中心 とい

うイメー ジが 出るよ うに、「本人中心介助」がよいのではないか

●都道府県の財政支援強化につ いて他 チーム との検討結果 とす り合わ

せ る必要が あるのではないか
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